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未来の人類社会づくりに貢献する
「知の協創の世界拠点」の形成
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はじめに

今人類社会は激動期を迎えている。科学技術

の革新を牽引力として進展した経済と社会のグ

ロ ーバル化は、 多くの便益をもたらしたが、 同

時に新たな地球規模の課題を生みだしている。

それが大きな振り子として不安定に向かうのか、

調和的な発展に向かうのか、我々は分岐点に立っ

ていると感じる。 グロ ーバル化についての大き

な揺り戻しの風潮は不安要因である。 2016年に

は英国の国民投票によって欧州連合(EU)離脱

が決まり（いわゆるプレグジット）、 2017年に

はスペイン ・ カタルー ニャ州の独立問題が起き

ている。

一方で、科学技術は、 サイバ ー 空間上に蓄積

されたデータが、 ある臨界最を超える中で、 そ

のビッグデー タを人工知能で活用するという新

たなフェー ズに突入している。 さらに、Internet

of Things (IoT)も様々な分野で急速に進んで

いる。これはあらゆる物を人を介さずにインター

ネットにつなぐ技術で、さらにネット空間のデー

タ量を加速度的に増大させるものである。 こう

して、 サイバ ー 空間と物理空間とが高度に結合

したシステムは加速度をもって巨大化しつつあ

る。 そしてこれが人類社会全体に不連続な転換、

パラダイムシフトをもたらすことは間違いない。

これまで我々は、 労働集約的な産業を資本集約

型に進化させることで生産性を向上させてきた。

パラダイムシフト後の世界は、 この旧来のモデ

ルの延長上にはない。 価値の主体が、 物 から、

知識や情報へとシフトする
“

知識集約型
”

の社会

である。 第一次、 第二次、 第三次産業といった

旧来の産業区分は意味を失い、 全ての領域でス

マ ート化が進む。

私は、 この知識集約型へのパラダイムシフト

は、 ポジティブに捉えるべきだと考えている。

行き詰まる社会の現状を打破し、 より良い社会

に向かう大きなチャンスをもたらすものなのだ。

多様な働き方を実現するための働き方改革、 地

球環境にやさしいエネルギ ーシステムを構築す

るための技術のイノベ ーションなど、 深刻化す

る課題の突破口を様々な場面で見出すことがで

きる。 しかし、 人類がこれをポジティブに活用

できるかどうかは自明ではない。 そのためには、

より多くの人々の力が、 より良い社会の実現に

向けた転換に対し、 正の力を与えるような工夫

と努力が必要だ。まず共感性の高い、新たな社会 ・

経済のビジョンを設定し、 そこへの転換に向か

う駆動力を生みだす仕組みが必要である。 そし

てそのもとで、 産官学民の全てのセクタ ーが参

加し協働するのである。

国際連合総会が2015年9 月に合意した、 持続

可能な開発のための2030 アジ ェンダと 17の持
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続可能な開発目 標(Sustainable Development 

Goals, SDGs)は、 この共感性の高いビジョンと

して最適な指針である。2030年の目標を示した

SDGsは、 貧困撲滅から環境保護、 公正と平和や

ジェンダー など幅広い社会課題について、 途上

国先進国の区別なく、 世界が合意したより良い

社会の像を示している。

さらに、 SDGsの流れが政府セクタ ー だけで

はなく民間セクタ ー でも加速している点に注

目すべ き である。 ESG(Environment, Society, 

Governance)投資は日本でも急速に認知度が上

昇し、年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF)

も2017年10月に ESG投資を考慮した投資原則

を公表し、 実際の資金運用に組み込んできてい

る。 また日本経済団体連合会も2017年11月に

SDGsの観点から企業行動憲章を改定した。産学

の活動の重なりを大きくすることで、 SDGsの達

成を通じてより良い社会を作り、 同時に経済成

長の両立につなげる環境が整ってきている。

以下で、 SDGsの達成のための、 大学を起点

とした社会の変革について論じる。その一つの

具体的提案として、 東京大学が新たに設置した

未来社会協創推進本部について紹介する。 未来

社会協創推進本部は大学経営の基盤に SDGsを

据える世界でも比類なき試みである。

921世紀における
大学の役割とSDGs

大学は世界の公共性に奉仕し、 より良い社会

を形作るために貢献していくべきであるが、 そ

学術の動向 2018.1 

PROFILE������������ 

五神真（ごのかみ まこと）

●日本学術会膳第三部会員
■東京大学総長

E 光量子物理学

れは大学が持つ固有な能力と、 大学が社会に負

う責任に依拠する。

前述の
“

知識集約型社会
”

へのパラダイムシフ

トを迎えつつある中で、 第5期科学技術基本計

画ではそれを超スマ ー ト社会(Society 5.0 )の

到来と表現した。こうした状況において、 社会

で知識を生産し普及させる機能を持つ大学が

社会変革の起点となりうることは20 世紀終わ

りに既に指摘されている(Etzkowiz et al. 2000; 

Etzkowitz & Leydesdorff 2000; 最近の議論の拡

張としてCavallini et al. 2016)。 言うまでもなく

大学は知的労働者の育成拠点であり、社会の様々

なセクタ ー で活躍する人材とつながっている。

このネットワ ークを活用することで、 領域、 世

代の異なる様々な人々が集い、 協創する場を提

供する機能も持っている。

もう一つの重要な視点は、 社会と学術界の間

の契約、 科学の社会契約の変容である。現代の

高等教育機関は公共財として、 もっぱら税に基

づく公的投資を主要な財源として教育研究活動

を進めてきた。 しかし、 世界各国で財政問題が

顕在化しつつある中、 大学自体も経営リソ ー ス

を多様化しつつ、 社会的責務をより積極的に引

き受け(Lubchenco, 1998)、 ステ ー クホルダー

と矧識を協創していく必要性がある(Gibbons,

1999; ギボンズら1997 )。こうした考えは日本学

術会議でも、 特に高等教育の環境についての

研究という文脈で議論されてきた（吉川2002 a,
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2002b, 安成 2014, 五神 2017) 。

なお、 現実の問題解決という側面ばかり強調

すると短期的な実学志向に捉えられるかもしれ

ないが、 これは間違いである。 そもそも、 フェ

ルミ研究所の所長であったウィルソン博士が言

うように
注 l

学問には守るべき社会と文化を育む

という価値創出の側面もある（五神 2017) 。 ま

た、 実学的な研究でも長期に渡って研究すべき

課題もあることは事実である。 自由な市場と競

争を前提とする資本主義を超えた補完的な仕組

みが必要である。 だからこそ、 長期的なスパン

で思考ができるという大学の特質に今立ち戻っ

て、 大学の役割を定義しなおす必要があるのだ。

東京大学においては東京大学憲章、 東京大学

ビジョン 2020を公表して大学の長期的な方向

性を示してきているが、 その基本的な方向性は

SDGsと軌を一にしており、 理念は共有されて

いる。 しかしながら、 現代社会の混乱を見ると、

速やかに理念を形にして実践に結び付けること

が重要であろう。 それが未来社会協創推進本部

の設置の経緯である。

〇蜘吠学の提案する一つのモデル

未来社会協創推進本部 (Future Society Initiative, 

FSI) は 2017 年7月に設立された。 その目的は (1)

SDGsを活用し、 未来社会ビジョンを学内外で広

げていくこと、(2)学際融合分野、 新分野の創出、

(3)グロー バル化の戦略的推進、 および(4)多

様なセクタ ー との協働、 価値創出の場を提供す

ることである。 これは、 指定国立大学の構想と

して示したことであるが、 東京大学がビジョン

を具体化し、「知の協創の世界拠点」を目指す際

の基本な枠組みの一つである。

研究分野については、初期重点分野として(1)

健康·医療、(2)エネルギー 、 資源循環、気候変動、

(3)経済格差、 ジェンダ ー 平等を掲げている。

学内のSDGs関連プロジェクトの可視化のため

に教育・研究の取り組みの情報を収集・可視化し、

2017 年12月時点で140件の情報が登録されてい

る。 順次、 東京大学のホ ームペ ー ジでも公表し

ている注
2。 登録情報は東京大学の全てを捕捉す

るものではないが、 これを見ることで東京大学

の現在の活動が明らかになる。 17 のSDGsすべ

てに関連する取り組みが登録されており、 東京

大学の総合大学としての強みが見て取れる。

以下、 特徴的な事例を二つほど挙げるが、 あ

くまでも数ある取り組みの中の例示ということ

に注意されたい。

スポ ー ツ先端科学研究拠点は2016 年5月に

設立された全学的な組織であり、 特にSDGs の

Goal 3 (健康•福祉）の達成に貢献する。 超高

齢化社会の到来に備えた健康寿命の延伸、 障が

い者のQuality of Life (QOL) の改善、 競技力の

向上などの課題に分野横断的に取り組むことを

目的としている。 Goal 17 (パ ートナ ー シップ）

も踏まえて、 2020 年の東京オリンピック・ パラ

リンピックを一つの通過点として、 スポ ー ツの

振典や研究を行う各種の団体とも連携して、 す

べての人々が生き生きと過ごすことができる新

たな社会システムの提案も目指している。

日立東大ラボは産学協創の好事例であり、

学術の動向 2018.1 出典：『学術の動向』第23巻 第1号（通巻第262号）2018年1月1日発行，
編集 『学術の動向』編集委員会，編集協力 日本学術会議，
発行　公益財団法人 日本学術協力財団　より



出典：『学術の動向』第23巻 第1号（通巻第262号）2018年1月1日発行，
編集 『学術の動向』編集委員会，編集協力 日本学術会議，
発行　公益財団法人 日本学術協力財団　より


	23_01_目次
	23_01_40



